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～はじめに～ 

  

 

１月の内閣府月例経済報告によると、我が国の経済基調判断は、「景気は、新型コロナウイルス感染症

による厳しい状況が徐々に緩和される中で、このところ持ち直しの動きがみられる。先行きについては、

感染対策に万全を期し、経済社会活動を継続していく中で、各種政策の効果や海外経済の改善もあって、

景気が持ち直していくことが期待される。」とする一方、「感染症による影響や供給面での制約、原材料

価格の動向による下振れリスクに十分注意する必要がある。また、金融資本市場の変動等の影響を注視

する必要がある。」としています。 

また、政府は、新型コロナウイルス感染症に対し、３回目のワクチン接種を前倒しするなど、経済社

会活動を極力継続できる環境を作り、安全・安心を確保し、さらに、足元の経済の下支えを図るととも

に、感染が再拡大している状況においても国民の暮らし、雇用や事業を守り抜き、経済の底割れを防ぐ

としています。また、「新しい資本主義」を起動し、成長と分配の好循環を実現して、経済を自立的な成

長軌道に乗せるため、「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」を具体化していくとしています。 

本町の行政運営においては、このような国全体の経済状況や施策を注視しつつ、住民生活の安心安全

を確保するという地方自治体の責務を果たすとともに、本町が抱える様々な課題について、着実に対応

していかなければなりません。 

令和４年度予算においては、歳入に見合った歳出を念頭に中長期的な財政見通しを勘案しつつ、「第

６次多賀町総合計画」に基づく実施計画や各分野で策定した事業計画を推進し、子どもからお年寄りま

でが希望を持って、いきいきと心豊かに暮らせるよう編成を行いました。 

引き続き「質の高い住民サービスの提供」「効率的・効果的な事業の推進」を常に意識し、しっかりと

行財政運営を進めていきます。 

 

※新型コロナウイルス感染症の拡大に伴い、一部事業の延期や中止も生じる予定です。 

 



１ 予算の規模                        

 令和４年度の多賀町全体の当初予算額は、89 億 4,579 万円となりました。 

予算の内訳は、一般会計が 57 億 5,000 万円、各特別会計の合計が 19 億 5,356 万円、企業会計が 12

億 4,223 万円となっています。 

 

 

 

一般会計 

 町税、国や県からの補助金・交付金、手数料などの収入や、町が行う業務に必要な支出の処理をまと

めて行うために設けられた会計で、町のお金の流れの中心となっています。 

特別会計 

 一般会計とは別に設けられ、独立して運営される会計で、国民健康保険特別会計、介護保険事業特別

会計、後期高齢者医療事業特別会計、育英事業特別会計、農業集落排水事業特別会計などを設置してい

ます。 

企業会計 

 民間企業のように事業を行い、一般会計から独立して事業収益等で運営しています。多賀町では、水

道事業会計と下水道事業会計が企業会計となっています。 

企業会計 13.9％ 

12 億 4,223 万円  

一般会計 64.3％ 

57 億 5,000 万円  

特別会計 21.8％ 

19 億 5,356 万円  
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予算規模の推移                                        

 一般会計の予算規模は、下のグラフのとおり推移しています。 

 当初予算の規模は、前年度から 9 億 4,600 万円増加し、57 億 5,000 万円となっています。認定こど

も園建設費が大きく増加し、過去最大規模の当初予算額となっています。 

 

 

 

前年度比較                                          

 各会計の前年度比較は、下表のとおりで全会計の合計では、令和３年度から 10 億 2,548 万円増加し

ています。国民健康保険特別会計では、医療給付費等の増加等により、9,394 万円の増額、介護保険事

業特別会計では、介護給付費の減少等により、1,187 万円の減額となっています。 

 

 

R4当初予算額 R3当初予算額 比較増減 増減率

5,750,000 4,804,000 946,000 19.7

国民健康保険特別会計 872,972 779,036 93,936 12.1

介護保険事業特別会計 878,222 890,087 ▲ 11,865 ▲ 1.3

後期高齢者医療事業特別会計 120,376 111,032 9,344 8.4

育英事業特別会計 3,865 3,618 247 6.8

びわ湖東部中核工業団地公共緑地維持管理特別会計 7,267 6,879 388 5.6

農業集落排水事業特別会計 69,363 69,507 ▲ 144 ▲ 0.2

多賀財産区管理会特別会計 135 135 0 0.0

大滝財産区管理会特別会計 1,226 1,226 0 0.0

霊仙財産区管理会特別会計 132 132 0 0.0

特別会計　合計 1,953,558 1,861,652 91,906 4.9

水道事業会計 583,906 587,578 ▲ 3,672 ▲ 0.6

下水道事業会計 658,324 667,076 ▲ 8,752 ▲ 1.3

企業会計　合計 1,242,230 1,254,654 ▲ 12,424 ▲ 1.0

8,945,788 7,920,306 1,025,482 12.9

会計区分

一般会計

特別会計

合計

企業会計

単位：百万円 

（単位：千円） 
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２ 歳入予算（一般会計）                    

 歳入全体に占める割合は町税が最も多く、16 億 2,836 万円（1.3％減）で、収入全体の 28.3％を占め、

次いで地方交付税が 13 億 9,500 万円（39.5％増）で、24.3％を占めています。地方消費税交付金は、1

億 8,000 万円（9.1％増）で、うち社会保障財源分は、7,500 万円を見込んでいます。 

国県支出金は、収入全体の 12.9％を占めていますが、国庫支出金は、4 億 84 万円（5.7％増）で、ス

マートＩＣ整備に係る補助金が減少しましたが、都市公園整備や認定こども園整備に係る補助金が増加

しています。県支出金は、3 億 3,864 万円（22.8％増）で、林道整備事業補助金、地籍調査補助金や急

傾斜地崩壊対策事業補助金が増加しています。 

継続して実施している子育て応援事業等に係る経費として、社会福祉基金から 2,317 万円を繰り入れ

るほか、財政調整基金からは、認定こども園整備に係る経費も含め、5 億 6,000 万円を繰り入れます。  

町債は、6 億 300 万円（10.8％増）で収入全体の 10.5％を占め、うち臨時財政対策債は、1 億 500 万

円（65.0％減）となっています。 
自主財源は、26 億 8,290 万円で歳入全体の 46.7％を占めています。 

※詳細は、ｐ59「第 1 表 令和４年度一般会計歳入予算の状況」をご覧下さい。 

 

分担金･使用料等 18.4% 

10 億 5,454 万円 

地方譲与税･県税交付金等 5.6% 

3 億 2,961 万円 

地方交付税 24.3% 

13 億 9,500 万円 

国県支出金 12.9% 

7 億 3,949 万円 

町債 10.5% 

6 億 300 万円 

町税 28.3% 

16 億 2,836 万円 

依存財源 

53.3% 

自主財源 

46.7% 
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税収の内訳                                                                                 

 町税は、令和３年度当初予算から 2,194 万円減の 16 億 2,836 万円となっています。 

 税収の内訳は下記のとおりとなっています。 

※詳細は、ｐ60「第 2 表 令和４年度一般会計税目別予算の状況」をご覧下さい。 

 
町債の発行額と残高の推移                                   

 今の世代だけでなく、将来の世代にも負担をお願いすべき道路や学校などを建設する場合のように、

長期間にわたって利用することができ、多額の経費が必要なものの財源に充てるため、町が、政府・地

方公共団体金融機構・銀行などから長期的な借入を行っています。なお、借入残高のうち 24 億 6,067

万円は、臨時財政対策債分であり、通常の町債とは異なります。（臨時財政対策債は、国から地方自治体

に交付する地方交付税が不足するため、その代替財源として町債を発行するもので、返済額の 100％が

後年度の地方交付税で措置されます。） 

一般会計における借入額と借入残高の推移は、下記のとおりとなっています。 

 

659

547

445
413

725

356 382
348

544
603

4,915
5,096 5,165 5,218 5,347 5,302 5,280 5,240 5,178 5,305

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

0

200

400

600

800

1,000

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

発行額 残高 単位：百万円 
残高 

借入額 

※令和３年度の数値は、見込額であり、決算額ではありません。令和４年度の数値は、当初予算額の数値です。 

個人住民税 19.9% 

3 億 2,360 万円 

法人住民税 13.4% 

2 億 1,906 万円 
固定資産税 61.5% 

10 億 172 万円 

軽自動車税 2.0% 

3,298 万円 

たばこ税 3.1% 

5,000 万円 

鉱山税 0.1% 

100 万円 

※詳細は、ｐ65「第 7 表 地方債の残高状況」をご覧下さい。 
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３ 歳出予算（一般会計）                    

 令和４年度当初予算は、「第６次多賀町総合計画」に基づき、安心・安全なまちづくり、社会保障費に

必要な予算を最優先に確保した上で、「子育て支援、教育の充実」、「定住・移住促進、地域の元気づくり」

に重点配分しました。 

 普通建設事業費（投資的経費）については、引き続き、スマートＩＣ整備事業を実施するほか、認定

こども園整備事業や都市公園整備事業を実施し、財源として国の交付金の活用、町債発行のほか、財政

調整基金繰入金を活用して事業を実施します。 

 厳しい財政状況ですが、多賀町に活力と希望を与えられるよう、効果的・効率的な予算執行に努めま

す。目的別の予算内訳は、下記のようになっています。 

※詳細は、ｐ62「第 4 表 令和４年度一般会計目的別予算構成」をご覧下さい。 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

議会費 1.3% 

7,207 万円 

総務費 10.2% 

5 億 8,725 万円 

民生費 40.0% 

22 億 9,962 万円 

衛生費 7.1% 

4 億 713 万円 商工費 0.7% 

4,283 万円 

土木費 9.0% 

5 億 1,520 万円 

消防費 3.6% 

2 億 1,001 万円 

教育費 13.2% 

7 億 6,038 万円 

諸支出金 0.5% 

3,043 万円 

予備費 0.1% 

400 万円 

 
公債費 8.8% 

5 億 516 万円 

農林水産業費 5.5% 

3 億 1,592 万円 
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歳出予算（目的別）                                      

 歳出予算を目的別に表すと左のページのようになりますが、その内容と前年度からの増減は下記のと

おりとなっています。 

（単位：千円） 

 

主な増減として、総務費では、ふるさと納税推進事業の拡充、庁舎エレベーターの改修工事、地域お

こし協力隊事業などに要する経費が増大し、増額となっています。 

民生費では、認定こども園建設事業において、園舎建築に要する経費を計上し、大きく増額となって

います。 

土木費では、継続して社会資本整備総合交付金事業、スマートＩＣ整備事業や都市公園整備事業を実

施するため、増額となっています。 

 教育費では、中学校生徒用駐輪場改修工事、埋蔵文化財発掘調査受託事業、あけぼのパーク多賀維持

補修工事やアケボノゾウＰＲ関連事業に要する経費が増加し、増額となっています。 

  

目的別 内容
令和４年度
当初予算額

令和３年度
当初予算額

比較増減 増減率

議会費
議会だよりの発行費や議員研修費等議会運営のための経費で
す。

72,072 72,370 ▲ 298 ▲ 0.4

総務費
庁舎の維持管理、政策企画経費、電算費、戸籍管理、税徴収

などの経費ほか、まちづくりや空き家・定住移住対策、公共
交通推進、人権政策も含まれます。

587,249 531,014 56,235 10.6

民生費
障害のある方や高齢者の方に対する福祉の充実、子育て支援
などの経費ほか、保育園、こども園や放課後児童クラブ経費

も含まれます。
2,299,619 1,514,106 785,513 51.9

衛生費
環境保全、廃棄物対策、疾病予防(検診)、健康診査、健康増

進などの経費です。
407,129 400,399 6,730 1.7

農林水産業費
農林水産業の振興を図るための支援や生産基盤整備などの経
費です。

315,921 307,230 8,691 2.8

商工費 商工業や観光の振興を図るための経費です。 42,827 43,701 ▲ 874 ▲ 2.0

土木費 道路や河川、公園などの整備・維持管理のための経費です。 515,199 488,746 26,453 5.4

消防費 消防や防災経費など災害対策のための経費です。 210,011 204,492 5,519 2.7

教育費
幼児教育・学校教育・生涯学習の充実、文化・スポーツ振興
などの経費です。

760,380 709,567 50,813 7.2

災害復旧費
大雨、暴風、地震などの災害により被災した施設を復旧する

ための経費です。当初予算では予算計上はありません。
0 0 0 -

公債費 町債の元金および利子などを支払うための経費です。 505,162 517,657 ▲ 12,495 ▲ 2.4

諸支出金
他の支出科目に含まれない経費をまとめたもので、基金への

積立金があります。
30,431 10,718 19,713 183.9

予備費
予算編成時には予期しなかった支出に対応するための経費で
す。

4,000 4,000 0 0.0

合計 5,750,000 4,804,000 946,000 19.7
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歳出予算（性質別）                                      

 歳出予算を性質別に表したものが、下のグラフとなります。 

※詳細は、ｐ61「第 3 表 令和４年度一般会計性質別予算構成」をご覧下さい。 

 

 

 
 

 

 

 歳出のうち、その支出が義務づけられ、任意に削減できない経費は、義務的経費とよばれます。 

人件費、扶助費、公債費がこれにあたり、この割合が大きいとそれ以外の経費に予算をまわすこと

が難しくなり、財政が硬直化します。 

 

義務的経費以外 62.2% 

35 億 7,640 万円 

義務的経費 37.8% 

21 億 7,360 万円 

人件費 19.1% 

10 億 9,694 万円 

物件費 14.9% 

8 億 5,870 万円 

維持補修費 1.0% 

5,736 万円 

扶助費 10.0% 

5 億 7,150 万円 

補助費等 12.0% 

6 億 9,369 万円 

普通建設事業費 23.2% 

13 億 3,327 万円 

公債費 8.8% 

5 億 516 万円 

積立金 0.5% 

3,043 万円 

貸付金 0.0% 

63 万円 

繰出金 10.4% 

5 億 9,832 万円 

予備費 0.1% 

400 万円 
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歳出予算（性質別）                                      

 歳出予算を性質別に表すと左のページのようになりますが、その内容と前年度からの増減は下記のと

おりとなっています。 

（単位：千円） 

 

 

 扶助費は、福祉医療分や施設型給付費は前年度同額程度を計上していますが、児童手当分が減少した

ため、減額となっています。普通建設事業費は、スマートＩＣ整備事業、都市公園整備事業、認定こど

も園整備事業等を計上していますが、特に認定こども園整備事業で園舎建築費を計上しており、大きく

増額となっています。物件費では、需用費で節減可能な経費については減額していますが、放課後児童

クラブ指導員派遣委託、地籍調査事業、児童・生徒通学バス運行委託などに加えて、参議院議員通常選

挙、滋賀県知事選挙に要する需用費のほか、地域福祉計画策定委託、不動産鑑定委託料、アケボノゾウ

ＰＲ関連経費などが増加し、増額となっています。 

 

性質別 内容
令和４年度
当初予算額

令和３年度
当初予算額

比較増減 増減率

人件費
議員の報酬、職員の給与、会計年度任用職員の報酬・給与
などの経費です。消防団員等の非常勤の報酬も含まれま
す。

1,096,941 1,098,812 ▲ 1,871 ▲ 0.2

扶助費
児童福祉法などの法令に基づいた児童手当などの支給、町
が単独で行う各種扶助（中学校卒業までの医療費無料化な
ど）のための経費です。

571,500 594,917 ▲ 23,417 ▲ 3.9

公債費 町債の元金および利子などを支払うための経費です。 505,162 517,657 ▲ 12,495 ▲ 2.4

投資的経費 普通建設事業費
道路、橋梁、学校、庁舎など公共施設・公用施設の建設事
業に必要とされる投資的な経費です。

1,333,268 493,331 839,937 170.3

物件費
町の経費のうち、消費的性質を持つ経費です。旅費、消耗
品費、光熱水費、委託料、使用料などがこれにあたりま
す。

858,700 791,478 67,222 8.5

維持補修費
道路、公共施設などを維持補修するために必要な経費で
す。

57,358 26,589 30,769 115.7

補助費等

町から他の地方公共団体（県、市町、一部事務組合など）
や民間団体、個人に対して交付する経費です。主なものと
して、講師謝金などの報償費、保険料などの役務費、負担
金・補助金および交付金（一般的な補助金）などが該当し
ます。

693,693 668,778 24,915 3.7

積立金
財政運営を計画的に執行するため、目的別や年度間財源調
整のために積み立てる経費です。

30,431 10,718 19,713 183.9

貸付金
地域住民の福祉増進や地域の振興を図るため、町が直接あ
るいは間接に現金の貸付を行うための経費です。

632 823 ▲ 191 ▲ 23.2

繰出金
一般会計、特別会計および基金の間で相互に資金運用をす
るものです。

598,315 596,897 1,418 0.2

予備費 緊急的かつ想定外の支出が生じた場合に備える経費です。 4,000 4,000 0 0.0

5,750,000 4,804,000 946,000 19.7

義務的経費

その他経費

合　　　　　計
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４ 主な特別会計予算                         

※ｐ63「第 5 表 令和４年度特別会計及び企業会計の予算状況」もご覧下さい。 

国民健康保険特別会計 ８億７，２９７万円（＋９，３９４万円 ＋１２．１％）              

令和４年度の被保険者数は、前年度（見込）と比べ４０人増の１，６２０人を見込んでいます。また、

平成３０年度から国保の財政運営の責任主体が滋賀県となったことから、滋賀県から示される交付金や

国保事業費納付金等を元に予算を編成し、予算総額は前年度比１２．１ポイント増で予算化しています。  

歳入では、国民健康保険税は、前年度とほぼ同額の１億５，０９０万円を見込んでいます。県支出金

は、９，０２２万円増額の６億５，０５５万円を計上していますが、増額の主な要因は、１人あたり医

療費が増加傾向であることから、医療機関へ支払う保険給付費の増加が見込まれるためで、その保険給

付費と同額が交付される保険給付費等交付金についても、増額で見込んでいます。 

一方歳出では、一般管理費は前年度とほぼ同額の１，４８９万円を計上しており、そのうち、システ

ム改修委託料として４８万円を予算化しています。 

保険給付費においては、１人あたり医療費の増加を加味し、前年度比７，４３１万円増額の６億１，

１２０万円を見込んでいます。国民健康保険事業費納付金については、滋賀県全体の医療費が増加傾向

であることから前年度比１１１万円増額の１億９，７８７万円を計上しています。 

保健事業費については、前年度比１，７４７万円増額の３，５０１万円を見込んでいます。保健事業

に係る啓発用ラッピング電車等の掲出業務の代表市町としての事務局経費、BIWAKO スキやねん保険者

協議会の代表市町としての事務局経費が主な増額要因です。また、特定健診に係る費用として５８５名

分、特定保健指導に係る費用として８０名分を計上しています。昨年度に引き続き、健康運動教室等の

実施も予定しており、今後も、特定健診受診率向上及び病気の早期発見・早期治療に努めていきます。 

 

介護保険事業特別会計 ８億７，８２２万円（▲１，１８７万円 ▲１．３％）           

被保険者数（第１号）は２，５１９人、前年度と比較し３５人の減少で予算化しています。 

歳入では、介護保険料（令和３～令和５年度基準額６，１００円）は、１８７万円減額の１億８，０

８３万円を見込んでいます。また、介護給付費が減額の見込みとなることから国庫支出金６４７万円、

支払基金交付金３１１万円、県支出金１６２万円の減額となり、一般会計からの繰入金は介護給付費負

担分として１５７万円の減額となりますが、地域包括支援センターの体制整備に伴う人件費増加により、

昨年度とほぼ同額の１億３，８６２万円を見込んでいます。 

歳出では、総務費において、令和４年度から２年間かけて第９期多賀町高齢者福祉計画及び介護保険

事業計画の策定に取り組み、令和４年度はアンケートによる基礎調査の経費を計上しています。 

介護給付費においては、居宅介護サービス給付費が７００万円、地域密着型介護サービス給付費が２

００万円、施設介護サービス給付費が３００万円の減額となり、介護給付費全体で１，２９８万円減額

の８億１，６２７万円となっています。 

地域支援事業費においては、多様な相談に対応できるよう地域包括支援センターの体制を強化するた

め、地域支援事業費全体で１５７万円増額の４，７７６万円を計上し、いつまでも住み慣れた地域で自

分らしく暮らし続けられるよう介護予防や支え合いのまちづくりに取り組みます。 

 

後期高齢者医療事業特別会計 １億２，０３８万円（＋９３４万円 ＋８．４％）            

被保険者数は１，３１０人（６５歳以上７５歳未満の方で一定の障害の状態にある方は７人）で前年
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度と比較し、３４人の減少で予算化しています。 

歳入では、保険料は、被保険者数や医療費見込み等により算定し、６０２万円増額の８，７４８万円

を見込んでいます。 

歳出では、医療費が増大傾向にあり、県全体で対前年比３．９％増の医療費を見込まれており、当町

の後期高齢者医療広域連合納付金は８８６万円の増額となっています。 

 

育英事業特別会計 ３８７万円（＋２５万円 ＋６．８％）                     

前年度の給付実績を踏まえ、高校生１３人（７，０００円/月）、大学生・専門学校生１６人（１４，

０００円/月）分を予算化しています。 

 

びわ湖東部中核工業団地公共緑地維持管理特別会計 ７２７万円（＋３９万円 ＋５．６％）       

団地内における草刈り及び街路樹剪定など、維持管理事業を実施する経費を計上しています。 

 

農業集落排水事業特別会計 ６，９３６万円（▲１４万円 ▲０．２％）               

処理場の保守や真空ポンプ等の維持管理委託料に加え、萱原処理場及び佐目処理場の設備・機器の更

新に係る費用が主な予算となっています。 

公債費は、地方債の発行がなく、元利均等返済のため、ほぼ同額を計上しています。 

 

水道事業会計                                          

収益的収支    収入 ：  ３億９，２７５万円（  ＋７７４万円  ＋２．０％）               

支出 ：  ３億２，８６０万円（  ＋３５１万円  ＋１．１％）        

資本的収支      収入 ：       ４，１０１万円（  ＋８１６万円 ＋２４．８％）             

支出 ：    １億９，１１６万円（▲１，１４１万円  ▲５．６％）       

収益的収支の収入では、水道使用料が増額の見込みとなり、支出では、検査箇所及び検査項目の増に

伴う委託料が増額となっています。資本的収支の収入では、企業債借入額を４，０００万円計上してい

ます。支出では主な事業として、土田、佐目、楢崎、多賀地区の配水管布設替工事を予定しています。

他には、企業債償還金１億１，４２０万円が主な予算となっています。 

 

下水道事業会計                                          

収益的収支    収入 ：  ３億９，６１０万円（   ▲６９万円 ▲０．２％）                  

支出 ：  ３億９，４７２万円（ ＋６１７万円  ＋１．６％）                  

資本的収支      収入 ：    １億３，８３１万円（   ＋４６万円 ＋０．３％）               

支出 ：    ２億６，２２２万円（  ▲８０７万円 ▲３．０％）                 

収益的収支の収入では、下水道使用料２億４，４７３万円、他会計補助金５，８００万円を見込んで

います。支出では、管渠及びマンホールポンプの維持管理に係る費用、汚水処理に係る流域下水道維持

管理負担金１億６０４万円、企業債支払利息３，５８９万円が主な予算となっています。 

資本的収支の収入では、企業債の借入金８，３１０万円と、他会計出資金４，６００万円、社会資本

整備総合交付金８８３万円を見込んでいます。支出では局地的な豪雨が発生していることに鑑み雨水排

水整備に係る工事請負費を計上しています。また、流域下水道建設費負担金１，４４０万円、企業債償

還金２億３，０１７万円が主な予算となっています。 
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農林水産費＞林業費＞地域再生費  地域再生事業 
 

森林資源を活用した地域経済の活性化、森林関連産業の経済的自立 

多賀町は、町面積の約８６％が森林であり、かつては林業が基幹産業であり、それを取り巻く木材

産業も盛んであった。しかし、収益性の悪化や後継者問題、木材を取り巻く情勢の変化等により双方

ともに衰退してしまった。このため、森林荒廃や森林境界の不明確化が進み、森林の持つ水源涵養等

の多面的機能が十分に発揮されなくなりつつあります。 
 持続的な森林保全と森林経営および森林資源の循環利用を行える基盤づくりを実現するために、原

木流通体制整備、木材乾燥および木材加工体制の整備、販売戦略検討と組織体制構築を行います。 

多賀町産木材の活用を中心とした地域活性化事業 

課題① 
町内で生産された原木が、直

接町外の市場や製材工場等へ

出荷され、町内で加工されに

くい状況となっている。 

課題② 
木材乾燥・加工機械などの理

由により、殆どの木材加工を

町外で行わざるを得ない。 

課題③ 
町産木材の利用拡大について

検討を重ねてきたが、打開策

にはたどり着いていない。 

効果① 
・木材運搬経費の削減 
・有利販売の実施 
・多賀産の明確化 
・地元消費の窓口 
・雇用拡大 

効果② 
・販売先の確保 
・需給の調整 
・価格の競合回避 
・木材利用率の向上 
・雇用拡大 

効果③ 
・木材と多賀の関連付 
・木製品の販売促進 
・多賀町の知名度向上 
・新規参入促進 
・来町者の増加 

事業① 
町内で原木の仕分けを行う

ため、原木流通拠点となる

土場および機械を整備し、

県森林組合連合会が行う県

産財木材流通システムへ販

売を行う。併せて必要とな

る原木仕分け技術者の養成

を行う。 

事業③ 
町内産木製品の販売促進を

進めるため、多賀町ブラン

ディングと販売戦略の検討

を行う。併せて、組織体制整

備や人材育成を行う。「高取

山ふれあい公園」の全体構

想の見直し等行う。 

事業② 
太陽熱利用木材乾燥庫を導

入し、低コストの木材乾燥

を行う。町内事業者の要望

に合わせた製材品加工を行

う。併せて、必要となる製材

技術者の養成と実用試験・

コスト検証等を行う。 
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多賀町中央公⺠館「多賀結いの森」 
 
 
公⺠館では、誰もが参加できるよう、多様な講座、

イベントや展示の開催、また、おしゃべりを楽しんだり、
⾃主学習などに利⽤できたりするフリースペースを設け、
地域の⽅々が気軽に⽴ち寄り、学べる地域コミュニティ
の拠点としての居場所づくりをめざします。 
 
 

令和 4 年度の主な講座・イベント                                       
◇子ども陶芸教室 

⼩学 3 年〜6 年⽣を対象
に、手びねりや、電動ろくろを使
った本格的な作品づくりなど、
⼦どもたちの創造性や発想⼒
を活かした陶芸教室を⾏いま
す。 
   
◇子ども体験教室 

⼩学 3 年〜6 年⽣を対
象に、美術⼯芸、防災、料
理体験などの体験活動を通
して、次代を担う⼦どもたち
の可能性を引き出し、豊か
な心を育てます。 

 
◇親子体験教室 
  ⼩学校低学年の児童とそ
の保護者を対象に、親⼦で
“もの作り”の喜びを実感しな
がら、親⼦のふれあいを深める
場として、料理、陶芸、⽊⼯
教室などの体験型教室を開
催します。 
 
◇多賀町ネイチャークラブ 

地球には様々な⽣き物、すばらしい⾃然があり、さらにその
地球の外には神秘とロマンの
宇宙が広がっています。 
そんな⾃然(ネイチャー)の世
界を、⼩学３年〜中学⽣
を対象に、みんなで楽しく観
察します。 

◇ほっとコミュニティ講座 
様々な趣味や趣向に応

じて選び、学べる「ほっとコミ
ュニティ講座」を企画し、町
⺠の皆さまの心⾝の健康
づくりをお手伝いします。 
 
◇多賀町星空調査 

⼩中学校の夏休みの課題
として、2010 年から 2 年
に 1 度、夏の星空を調査
してもらい、今回が 7 回目
になります。 
 

◇町⺠⼤学 
  ⾃然・歴史、スポーツ、
科学など様々な分野をテー
マ にし 、よ り幅広い層 の
⽅々が参加しやすく、知
識・教養を深めていただけ
る機会として開催します。 
 
◇ささゆりコンサート 

四季折々のテーマで町
⺠の皆さんに⾝近に⾳楽
を親しんでいただく事業で、
今年度も 10 回の開催を
予定しています。 
 

◇少年少⼥発明クラブ 
⼩学 4 年〜6 年⽣を対象

に、科学を楽しく学ぶことがで
き、発想⼒が⾝につきます。 

-13-



認定こども園整備事業 

 

本町では就学前の子どもの増加や子育て世代

の就業率（共働き）の高さなどにより、幼児教育・

保育ニーズが高まっています。 

子育て支援として、仕事と子育ての両立にかか

る負担感を緩和するとともに待機児童を出さな

い取り組み、また、子どもたちがたくましく健や

かに成長する環境づくりが求められています。 

そこで、多賀幼稚園が老朽化していることに伴

い、保育ニーズに応えられるよう、新たに、（仮称）

久徳認定こども園を整備します。 

この認定こども園は、教育・保育を一体的に行

う施設で、いわば幼稚園と保育所の両方の機能を

併せ持つ施設です。 

 

施設概要 

構  造：鉄骨造２階建て 

定  員：120 人（予定） 

延床面積：1,500 ㎡（予定） 

 

令和５年度の開園をめざし、令和４年度に建設

用地の造成工事と園舎の整備工事を行います。そ

の後、旧園舎の解体、駐車場・園庭の整備工事に

順次着手する予定です。 

就学前教育・保育の充実に向け、事業を進めて

まいりますので皆さまのご理解、ご協力の程よろ

しくお願いします。 

 

 

▲完成イメージ 

 

新しいこども園は、多賀幼稚園南側の農地を取得して建設を行います。 

認定こども園化することによって、新たに 0～2 歳児の受け入れが可能となり、待機児童の解消に 

大きく寄与できます。 
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事業費 7,207万円 所管 議会事務局

■主な経費

７　令和４年度の各事業

　本ページ以降は、令和４年度の各事業を掲載しています。

　１２名の議員が条例、予算・決算、行政施
策について審議します。また、調査・研究活
動、議会改革に取り組みます。審議、活動の
内容は、議会だよりを年４回発行し、住民の
皆さんにお知らせします。

議員報酬等　4,616万円
職員給与等　1,846万円
議会だより発行費　175万円
議事録調整委託料　81万円
各種負担金　192万円

財源内訳

議会費

一般財源

7,198万円

議員研修戻入金等

9万円

事業費のうち、主な経費を記載しています。関連する写真等を掲載しています。

事業費の財源内訳

を表しています。

「事業名称」「事業費」「所管課等」を

記載しています。

事業の概要を

記載しています。
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事業費 2億1,891万円 所管 総務課

■主な経費

事業費 805万円 所管 企画課

■主な経費

総務一般管理費

　庁舎の光熱水費、電話料金や印刷製本費等
の役場共通の経費を管理します。また、人事
給与事務、財政事務や条例改正のほか、消費
生活に関する事務、ふるさと納税事務、行政
文書の管理や職員の研修・福利厚生を行いま
す。

財源内訳

特別職(町長・副町長)給与等　3,025万円
職員給与等
　(総務課・企画課・会計室)　1億992万円
管理消耗品 光熱水費 通信運搬費等　2,336万円
下水道使用料 機器賃借料等　137万円
職員研修負担金　45万円
ふるさと納税推進事業費　1,701万円

文書広報費

　広報発行やホームページの管理運営を行
い、わかりやすい情報発信に努めます。引き
続き、森林資源循環を推進するため、間伐材
利用用紙を使用した広報誌を発行します。

財源内訳

広報発行費　480万円
ホームページ運営費　67万円
有線放送運営補助金　250万円

一般財源

799万円

広告料

6万円

一般財源

2億747万円

国県支出金

175万円

出向職員給料等戻入金

庁舎使用料等

969万円
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事業費 336万円 所管 会計室

■主な経費

事業費 2,850万円 所管 総務課

■主な経費

会計管理費

　公金の収入・支出に関する事務処理や基金
の管理など、適正な公金事務を行います。
　口座振込の推進やキャッシュレス決済の導
入により、利便性の向上を図ります。

財源内訳

会計年度任用職員給与等　139万円
振込振替手数料　52万円
コンビニ収納手数料　7万円
キャッシュレス決済手数料　2万円
指定金融機関委託料　55万円
機器借上料　73万円

財産管理費

　役場庁舎や設備の財産管理、福祉バスの運
行管理など、町有財産を管理します。
　経年劣化した庁舎エレベーターの設備改修
工事を行います。

財源内訳

本庁舎設備等保守委託経費　613万円
福祉バス運行委託料　473万円
庁舎設備等補修費　120万円
多賀大社前駅コミュニティハウス経費　83万円
エレベーター改修工事　855万円

一般財源

1,995万円

公共施設等維持管理基金繰入金等

855万円

一般財源

336万円
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事業費 1,572万円 所管 総務課

■主な経費

事業費 95万円 所管 総務課

■主な経費

諸費

　防犯対策事業や区長事務、日置市や三朝町
との交歓行事等を行います。
　また、通学路への防犯カメラの設置を１ヶ
所増やし、児童や生徒の安全を確保します。

財源内訳

防犯灯設置委託料　225万円
自治振興事業交付金　1,000万円
(文書配布費や自警団設置費など各集落に交付します)
日置市交歓事業費　60万円
三朝町交歓事業費　63万円
防犯カメラ設置リース料　79万円

交通安全対策費

　交通指導員を委嘱し、全国交通安全運動期
間などに街頭啓発を行います。
　また、飛び出し人形や看板を購入し、町内
の危険箇所に設置するとともに、警察等関係
機関と連携した啓発活動を行います。

財源内訳

交通指導員報償費　21万円
啓発消耗品費　23万円
交通安全協会多賀支部助成金　17万円
交通安全関連負担金　23万円

一般財源

1,572万円

一般財源

95万円
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事業費 303万円 所管 企画課

■主な経費

事業費 1,093万円 所管 企画課

■主な経費

企画費

　第６次多賀町総合計画および多賀町行政改
革大綱実施計画に掲げる施策を着実に進める
ために多賀町行政改革推進委員会でのご意見
等を踏まえ、取組方法を柔軟かつ迅速に見直
して充実を図り、効果的なPDCAに取り組みま
す。
　また、入札・契約事務の透明性の向上や効
率化を図るために電子入札を推進します。

財源内訳

行政改革推進委員報償費　4万円
電子入札システム使用料　99万円
ＳＩＣ下り線開通式典補助金　100万円

地方創生費

　多賀町里づくり魅力化プロジェクトで検討
された地域活性化の実現に向けて、地域おこ
し協力隊を受け入れ、さまざまな取組を推進
します。
　また、町内への移住定住を促進するため、
国・県と連携して移住者に対する支援を行い
ます。

財源内訳

地域おこし協力隊報償費　463万円
里づくり魅力化プロジェクト支援業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　187万円
移住就業支援事業補助金　100万円
結婚新生活支援事業補助金　30万円

一般財源

291万円

建物賃貸料等

12万円

一般財源

798万円

国県支出金

95万円

地域循環共生圏推進事業費

200万円

-19-



事業費 3,391万円 所管 企画課

■主な経費

事業費 387万円 所管 総務課

■主な経費

集落活動推進費

　地域での課題が多様化・複雑化する中、自
治会の自主的なまちづくりを推進するために
キラリとひかるまちづくり活動支援交付金等
を交付します。また若者定住支援、空き家対
策、山村辺地等活性化に取り組み、活気ある
まちづくりを支援します。
　木造住宅の耐震化を促進し、災害に強いま
ちづくりにも取り組みます。

財源内訳

まちづくり活動支援交付金　1,335万円
コミュニティ助成事業助成金　110万円
個性輝くまちづくり活動支援事業補助金　329万円
山村辺地等活性化事業補助金　218万円
若者定住支援事業　896万円
空き家除却補助金　250万円
空き家改修費補助金　100万円
木造住宅耐震改修等事業費補助金　105万円

人権推進費

　町民や企業への人権啓発事業を実施し、人
権を尊重する明るいまちづくりを推進しま
す。
　秋には、町民のつどい～人権尊重と青少年
育成～を開催します。
　令和４年度は、男女共同参画計画の策定を
行います。

財源内訳

人権擁護推進費　85万円
（うち町民のつどい開催費　39万円）
同和対策啓発費　84万円
企業内人権啓発費　18万円
男女共同参画計画策定業務委託料　200万円

一般財源

2,272万円

一般財源

337万円

宝くじ助成等

481万円国県支出金

638万円

国県支出金

41万円

講演会助成金

9万円
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事業費 396万円 所管 総務課

■主な経費

事業費 7,665万円 所管 企画課

■主な経費

川相出張所費

　川相出張所は、住民票の発行や相談案内な
どの窓口サービス機能の充実のために設置さ
れています。そのための運営や維持管理を行
います。

財源内訳

会計年度任用職員給与等　290万円
管理運営費　106万円

電子計算費

　行政内部の事務を円滑かつ安全に行うため
のシステムの更新、保守を行い、併せて情報
漏洩等の重大な事故を発生させないためのセ
キュリティ対策を強化します。
　経費の削減とシステムの効率化を図るため
に県内６町が共同で行政情報システムを利用
します。

財源内訳

６町行政情報システム共同利用料　4,780万円
パソコン等更新費用　824万円
セキュリティ強化対策経費　287万円
チャットシステム利用料　34万円
ＡＩ－ＯＣＲシステム利用料等　170万円
ＡＩ議事録システム使用料　40万円
Internet Explorerサポート終了対応経費　422万円

一般財源

396万円

一般財源

7,665万円
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事業費 6,658万円 所管 企画課

■主な経費

事業費 4,318万円 所管 税務住民課

■主な経費

公共交通対策費

　近隣１市４町で構成する湖東圏域公共交通
活性化協議会にて策定した湖東圏域地域公共
交画再編実施計画に基づき、適正な公共交通
網の構築を行います。バス路線を廃止した地
域においては、愛のりタクシーの利便性を高
め、交通弱者の支援を行います。
　令和６年度から上下分離方式に移行するこ
とが決定した近江鉄道線の利用促進につい
て、県および沿線５市５町で検討を重ねてい
きます。
　多賀町公共交通利用促進会議でのご意見等
を踏まえて、地域の皆さんのニーズに合わせ
た公共交通をめざします。

財源内訳

コミュニティバス運行対策補助金　2,518万円
湖東圏域公共交通活性化協議会負担金
                                                3,213万円
近江鉄道線活性化再生協議会負担金　907万円

税務総務費

　税に関する証明書などを窓口で発行するほ
か、軽自動車（多賀町ナンバー）の登録・廃
車の手続きを行っています。
　また、予算編成に必要な税収の見積り、決
算数値などの税務統計の取りまとめなどを
行っています。

財源内訳

職員給与等　4,044万円
地方税電子申告サービス利用料等　102万円
軽自動車税申告取扱負担金等　38万円

一般財源

5,372万円

一般財源

3,181万円

県支出金(バス運行)

349万円

湖東圏域公共交通活性化協

議会返戻金等

937万円

県支出金

1,095万円

事務手数料等

42万円
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事業費 2,491万円 所管 税務住民課

■主な経費

事業費 3,171万円 所管 税務住民課

■主な経費

賦課徴収費

　税務システムや委託業務の維持管理を行
い、適正な課税に努めています。
　町税の徴収にあたっては、口座振替やコン
ビニエンスストアでの納付、スマートフォン
アプリを用いた電子決済など、納税義務者が
町税を納付しやすい環境づくりを推進してい
ます。
　また税負担の公平性を実現するため、法律
に基づき、滞納者の預貯金等の財産調査や、
場合によっては財産の差押えを行っていま
す。

財源内訳

画地条件調査及び計算業務委託料　411万円
土地鑑定評価委託料　23万円
給与支払報告書入力委託料　50万円
家屋評価システム保守委託料　66万円
システム改修委託料　1,061万円
不動産鑑定委託料(評価替準備) 500万円

戸籍住民基本台帳費

　戸籍法、住民基本台帳法に基づき、各種届
出の受付、相談、編製事務、住所の異動、印
鑑登録、戸籍・住民票等の証明書やマイナン
バーカードの交付を行います。
　マイナンバーカードを使って、住民票・戸
籍謄抄本・印鑑証明・所得証明などがコンビ
ニエンスストアで取得できます。
　マイナンバーカードは、初回の交付は無料
ですので、作成をおすすめします。

財源内訳

職員給与等　1,473万円
戸籍電算システム改修委託料　785万円
個人番号カード交付事業負担金　188万円
コンビニ交付事業負担金　69万円

一般財源

1,245万円

手数料等

340万円

国支出金

1,586万円

一般財源

1,580万円

国支出金

911万円
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事業費 1,206万円 所管 総務課

■主な経費

事業費 33万円 所管 総務課

■主な経費

選挙費

　公平公正な選挙が実施されるよう啓発を行
います。また、選挙時には、厳正かつ迅速に
投開票事務を行います。
　令和４年度は、７月に参議院議員選挙、滋
賀県知事選挙が予定されています。

財源内訳

選挙管理委員会費　27万円
選挙啓発費　8万円
参議院議員選挙費　586万円
滋賀県知事選挙費　585万円

統計調査費

　国が実施する各統計調査を行います。ま
た、調査員の研修を行い、調査の精度を高め
ます。令和４年度の調査は次のとおりです。
　学校基本調査・人口動態調査・毎月人口推
計調査・就業構造基本調査

財源内訳

職員給与等　6万円
調査員報酬　12万円
調査等消耗品費　9万円

県支出金

20万円

一般財源

13万円

一般財源

35万円

県支出金

1,171万円
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事業費 66万円 所管 議会事務局

■主な経費

事業費 6,542万円 所管 福祉保健課

■主な経費

社会福祉総務費

　民生委員・児童委員活動の推進や、第２期
多賀町地域福祉計画の基本理念である「みん
なの絆で支えあう安心と温もりのある福祉の
まち」をめざして、社会福祉協議会と連携
し、地域福祉の向上に取り組みます。
　また、令和４年度から介護職場で働く慢性
的な人材不足に対し、介護人材の確保に向け
て湖東圏域での事業を拡充します。
　令和４年度から２年間かけて、安心と温も
りのある福祉の町をめざし、第３期多賀町地
域福祉計画の策定に取り組みます。

財源内訳

職員給与等　2,427万円
地域福祉計画策定業務委託料　150万円
湖東圏域地域福祉人材確保事業負担金　50万円
社会福祉協議会補助金　2,624万円
民生児童委員協議会活動事業費　449万円

監査委員費・公平委員会費

　監査委員は、町の財務、事務事業が法令等
に基づき、公正・適正に行われているかとい
う合法性や、経済性・効率性・有効性の観点
から監査を実施します。また、監査結果、措
置状況を公表します。
　公平委員会は、職員の勤務条件に関する措
置の要求や不利益処分を審査し、必要な措置
を講じます。

財源内訳

監査委員報酬　46万円
研修費　13万円
公平委員報酬　2万円

一般財源

6,211万円

県支出金

304万円

社会福祉法人

負担金 27万円

一般財源

66万円
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事業費 569万円 所管 税務住民課

■主な経費

事業費 7,194万円 所管 税務住民課

■主な経費

国民年金費

　国民年金は、日本国内に住所がある２０歳
以上６０歳未満の方が必ず加入しなければな
らない制度です。
　多賀町では、国民年金の資格の取得、喪失
等の異動や国民年金保険料の免除申請等に係
る受付事務を行います。

財源内訳

職員給与等　566万円

国民健康保険費

　国民健康保険は、日頃健康な時から加入者
みんなで保険税を出し合い、医療費の支払い
や加入者の健康づくりに役立てるもので、一
般会計とは別に特別会計を設置し、独立して
運営管理を行っていますが、一定の基準に基
づき、繰出金を特別会計へ支出しています。

財源内訳

高額療養費貸付金　50万円
国民健康保険特別会計繰出金　7,144万円

一般財源

417万円

国負担金

152万円

一般財源

3,454万円

国県支出金

2,930万円

社会福祉基金繰入金等

810万円
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事業費 1億3,915万円 所管 福祉保健課

■主な経費

事業費 2,610万円 所管 福祉保健課

■主な経費

老人福祉費

　高齢者が健康で生きがいをもち、安心した
生活が送れるよう、シルバー人材センターへ
の補助をはじめ、老人クラブや地域サロンの
活動支援を実施し、さらに長寿のお祝いやひ
とり暮らし高齢者等への生活支援を行いま
す。

財源内訳

老人クラブ育成事業　90万円
シルバー人材センター運営補助　1,000万円
高齢者生きがい支援事業　528万円
高齢者生活支援事業　316万円

介護・生活支援費

　介護保険事業は、４０歳以上の方が保険料
と公費により、要支援・要介護状態になって
も介護サービスを活用することで、できるだ
け自立した生活を手助けするものです。ま
た、介護予防事業の促進や介護保険事業の安
定した運営に向けて取り組んでいます。
　一般会計とは別に特別会計を設置し独立し
て運営管理を行い、一定の基準に基づいて繰
出金を特別会計へ支出しています。

財源内訳

介護保険特別会計繰出金　1億3,862万円
介護予防プラン作成委託料　28万円
介護職員初任者研修受講補助金　5万円

一般財源

1億3,265万円

国県支出金

575万円

手数料等

75万円

うち 地方消費税 社会保障分 1,000万円

一般財源

2,197万円

県支出金

87万円

まちづくり基金

251万円

利用者負担金

75万円

うち 地方消費税 社会保障分 1,000万円
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事業費 1億4,850万円 所管 福祉保健課

■主な経費

事業費 6,443万円 所管 税務住民課

■主な経費

福祉医療助成費

　子どもや重度心身障害者、ひとり親家庭等
の一定の要件を満たす方の医療保険自己負担
額（一部負担金）を助成します。
　多賀町では、子育て支援として、就学前の
子どもはもちろん、中学を卒業するまでの子
どもの医療費を無料にしています。

財源内訳

福祉医療扶助料　6,200万円
（うち子育て応援医療費 1,241万円）
事務手数料　236万円

障害福祉費・障害者自立支援費

　障がいのある方が、住み慣れた地域で安心
して自立した社会生活ができるよう、障がい
福祉サービスの支給や必要な地域生活支援事
業を行います。また、自立支援のための医療
の助成等を行います。

財源内訳

障害者生活支援事業　178万円
障害福祉施設運営事業　279万円
介護及び訓練等給付費　1億2,142万円
地域生活支援事業費　1,751万円
自立支援医療助成事業　133万円

一般財源

4,559万円

国県負担金

1億291万円

うち 地方消費税 社会保障分 1,000万円

一般財源

2,358万円

社会福祉基金

1,237万円

高額療養費返還金等

1,091万円

県負担金

1,757万円
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事業費 1億3,772万円 所管 税務住民課

■主な経費

事業費 1億7,055万円 所管 福祉保健課

■主な経費

児童福祉総務費・母子福祉費

　児童手当の支給や育児支援助成金、第３子
以上に対しての出産奨励祝金、ひとり親家庭
の支援等を行っています。
　また、心身に障がいをもつ子ども達への療
育や、令和２年度から放課後等デイサービス
に移行しての実施となった「杉の子クラブ」
の給付費も支出しています。

財源内訳

職員給与等　916万円
児童手当　1億2,780万円
愛犬地域療育事業負担金　1,370万円
障害児通所給付費　1,600万円
育児支援助成金　211万円
出産奨励祝金　120万円

後期高齢者医療費

　７５歳以上の人および一定の障害があり、
申請を行なった６５歳以上の人は、後期高齢
者医療制度に加入となり、滋賀県後期高齢者
医療連合が給付を行い、町は保険料の収納や
被保険者証の交付を行います。
　後期高齢者医療事業は、一般会計とは別に
特別会計を設置し、独立して管理運営を行っ
ていますが、一定の基準に基づき、繰出金を
支出しています。

財源内訳

健康診査委託料　107万円
広域連合負担金　1億347万円
後期高齢者医療特別会計繰出金　3,272万円
高齢者健康づくり事業費　34万円

一般財源

1億1,537万円

県負担金

1,966万円

保険者努力制度交付金

健診受託収入等

269万円

一般財源

4,385万円

社会福祉基金

211万円

国県支出金

1億2,459万円
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事業費 3億7,577万円 所管 教育総務課

■主な経費

事業費 1億5,110万円 所管 教育総務課

■主な経費

認定こども園費

　大滝たきのみやこども園は、幼稚園と保育
所の機能や特徴を併せ持ち、教育と保育を一
体的に行うことで、就学前の子どもの健全育
成を図ります。
　また、芝生の園庭や高取山ふれあい公園を
利用し、自然保育を推進します。

財源内訳

職員給与等　4,381万円
会計年度任用職員給与等　3,284万円
給食材料費（０～２歳児）161万円
施設管理委託料　147万円
施設型給付費　6,354万円

保育所費

　多賀ささゆり保育園の安全安心な施設運営
に努め、就学前の子どもの健全育成を図りま
す。子育て相談や延長保育を実施し、保護者
支援を実施します。
　衛生管理を行い、献立業務を委託し、園児
にバランスのとれた栄養のある給食を提供し
ます。
　私立なつめ保育園と連携を密にし、子育て
支援の充実を図ります。

財源内訳

職員給与等　1億803万円
会計年度任用職員給与等　8,220万円
給食材料費　1,814万円
施設管理委託料　225万円
献立業務委託　214万円
施設型給付費(町立)　9,678万円
地域型給付費(私立)　3,920万円

国県支出金

3,508万円 一般財源

2億1,467万円

施設型給付費代理受領分

9,678万円

入園負担金・利用料等

2,924万円

うち 地方消費税 社会保障分 1,500万円

国県支出金

72万円

一般財源

7,750万円

施設型給付費代理受領分

6,354万円

入園負担金・利用料等

934万円

うち 地方消費税

社会保障分 1,000万円
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事業費 8億8,099万円 所管 教育総務課

■主な経費

事業費 6,226万円 所管 教育総務課

■主な経費

子育て支援対策費

　子育て支援センター（ふれあいの郷内）で
は、子育て支援、発達支援、家庭への支援等
きめ細やかな支援を行います。
　また、新入学生通学費助成として、小中学
校入学時に必要なランリュック、スポーツ
バッグ、自転車ヘルメットを配布し、子育て
世代の経済的負担を軽減します。
　放課後児童クラブは、有資格者である放課
後児童支援員を配置し、小学１年生から６年
生までの入所児童が安心して過ごせる場を提
供します。令和４年度から、通年で土曜日を
開所します。

財源内訳

子育て支援センター事業　1,783万円
児童虐待防止ネットワーク事業　12万円
放課後児童クラブ事業　4,002万円
臨床心理士設置費　245万円
新入学生通学費助成　109万円

認定こども園建設費

　多賀幼稚園の老朽化および就学前子どもの
増加による待機児童の解消のため、多賀幼稚
園を認定こども園として建て替えます。
　令和４年度は、園舎本体工事に着手し、令
和５年４月の開園に向け、取り組みを進めま
す。

財源内訳

道路改良工事　635万円
設計監理委託料　850万円
施設整備工事　8億5,000万円
備品購入費　800万円

国県支出金

2,347万円

一般財源

5億1,222万円

国県支出金

2,137万円 一般財源

2,445万円

社会福祉基金

109万円

まちづくり基金

620万円

保護者負担金等

915万円

うち 地方消費税 社会保障分 1,000万円

町債

3億4,530万円
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事業費 2,927万円 所管 福祉保健課

■主な経費

事業費 6,253万円 所管 福祉保健課

■主な経費

保健事業総務費

　保健・医療の円滑な推進を図るとともに、
健康づくりの取り組みを推進します。
　「ずっと健やか、いつでも元気　健康実
感！多賀のまち」の理念に基づき、健康推進
協議会、健康づくり推進協議会とともに、住
民の健康増進を図ります。

財源内訳

職員給与等　2,389万円
彦根休日急病診療負担金　70万円
豊郷病院小児科医師確保対策事業負担金
　　　　　　　　　　　　　　　　　188万円
地域保健医療推進事業負担金　164万円
骨髄移植ドナー支援事業補助金　14万円

保健事業費

　がん検診、特定健診、生活習慣病予防健
診、乳幼児健診、健康教室、健康相談等を実
施し、住民の健康の保持増進を図ります。

財源内訳

成人保健事業　89万円
がん検診事業　1,138万円
結核対策事業　108万円
予防接種事業　3,676万円
母子保健事業　1,176万円
健康推進員育成事業　42万円

国県支出金

220万円

一般財源 5,980万円

受診料等

53万円

うち 地方消費税 社会保障分 1,000万円

一般財源

2,920万円

県支出金

7万円
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事業費 3,661万円 所管 福祉保健課

■主な経費

事業費 1,466万円 所管 産業環境課

■主な経費

環境衛生総務費

　環境基本条例に基づき、住民等の環境意識
の向上を図るとともに、衛生的な環境づくり
を推進するため、環境審議会の運営や環境基
本計画に基づく事業の実施、環境学習の推進
に努めます。

財源内訳

職員給与等　948万円
紫雲苑(斎場)管理運営負担金　436万円
環境審議会経費　19万円

総合福祉保健センター事業

　多賀町総合福祉保健センター「ふれあいの
郷」の管理運営を行います。施設の経年劣化
が生じていることから、令和４年度は多目的
運動室等の空調機を更新し、利用者の皆さま
に安心して利用いただける環境を整えます。

財源内訳

光熱水費等の需要費　654万円
施設管理委託料　617万円
空調設備改修工事　2,253万円

一般財源

1,864万円

センター使用料等

53万円

畜犬登録手数料

28万円

一般財源

1,438万円

国支出金

1,744万円
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事業費 1億3,258万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 5,393万円 所管
産業環境課
地域整備課

■主な経費

し尿処理費

　し尿・浄化槽汚泥を適正に処理するととも
に、下水道区域外での水洗化率向上を図るた
め、合併処理浄化槽設置と適正な維持管理を
推進し、環境美化を図ります。

財源内訳

湖東広域衛生管理組合負担金　5,027万円
（し尿処理施設）
合併処理浄化槽設置補助　80万円
合併処理浄化槽維持管理補助　283万円

塵芥処理費

　家庭から排出される生活ごみの収集や、燃
えるごみ、燃えないごみの処理経費を負担す
るほか、資源回収に対する補助を行い、ごみ
の減量化を推進します。
　また、定期的に不法投棄監視パトロールを
実施し、美しいまちづくりを推進します。

財源内訳

ごみ減量リサイクル事業　99万円
（うち 資源回収奨励金　70万円）
ごみ収集業務事業　4,427万円
湖東広域衛生管理組合負担金　5,313万円
（燃やすごみ）
彦根愛知犬上広域行政組合負担金　3,239万円
（燃えないごみ）
不法投棄対策事業　180万円

県支出金

63万円

一般財源

1億2,758万円

指定ごみ袋販売代

80万円

琵琶湖保全交付金

78万円

まちづくり基金

255万円

資源ごみ売却代等

24万円

国県支出金

118万円

一般財源

5,275万円
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事業費 232万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 7,523万円 所管 地域整備課

■主な経費

上水道費

　水道事業会計の安定のため、企業債元利償
還金等の一部を繰出金として支出していま
す。

財源内訳

水道事業会計繰出金　7,523万円

公害調査費

　河川や井戸の水質調査を定期的に行い、水
質の監視を行うとともに、油等の流出時には
迅速に対応します。
　また、悪臭や騒音・振動等の事案が発生し
た場合には測定業務を行うなど適切に対応
し、住みよい生活環境を守ります。

財源内訳

騒音・臭気測定委託料　232万円

まちづくり基金

26万円

琵琶湖保全交付金

83万円

一般財源

63万円

県支出金

60万円

一般財源

7,523万円
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事業費 1,541万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 1,975万円 所管 産業環境課

■主な経費

農業総務費

　地域の農業組合と連携を図りながら、農業
行政を計画的に推進します。
　農業組合長会議を開催し、農業情勢につい
ての情報提供の場を設け、農業諸制度への理
解を深めていただくとともに、適正な農業行
政の執行を推進します。
　また、農業行政へご協力いただいた各集落
の農業組合長への事務委託料を算出し、適正
な支払いを行います。

財源内訳

職員給与等　1,907万円
農業組合長事務委託料　44万円

農業委員会費

　多賀町の農業を守り、振興を図るために、
農業委員１４名による農地転用許可・利用権
設定等を審議いただくほか、町の農業情勢に
ついて議論していただきます。併せて、農地
利用最適化推進委員６名とともに、農地パト
ロール等を実施し、農用地の利用の最適化に
取り組んでいただきます。

財源内訳

農業委員会委員報酬　196万円
農地利用最適化推進委員報酬　31万円
職員給与等　1,032万円
会計年度任用職員報酬等　110万円

県支出金

202万円

一般財源

1,322万円

農業者年金委託金等

17万円

一般財源

1,963万円

県支出金

12万円
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事業費 3,185万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 1,163万円 所管 産業環境課

■主な経費

農村まるごと保全向上対策費

　農地や農業用水を良好に保全するため、地
域ぐるみで取り組む効果の高い共同活動を支
援します。また、過疎化、高齢化の進行を踏
まえ、集落を支える体制の簡素化を図りま
す。
　農業用施設の補修や舗装の更新等、施設の
長寿命化のための活動支援や、農地法面の草
刈、水路の泥上げ、農道の路面維持などの基
礎的保全活動、農村の構造変化に対応した体
制の充実・強化・保全管理構想の作成に対し
て支援を行います。

財源内訳

農村まるごと保全向上対策事業補助　1,125万円

農業振興費

　環境こだわり農産物の生産にあわせて、地
球温暖化防止や生物多様性保全に効果の高い
営農活動に取り組む農業者グループ等に対し
て支援を行います。
　また、生産奨励の支援として特産物の「そ
ば」や「にんじん」の栽培に必要な種子及び
機械に対して支援を行い、地元農産物の普及
に努めます。さらに、農業機械の購入や、大
型特殊免許等の取得に対して支援を行い、農
業の効率化、農業経営の維持を図ります。

財源内訳

環境保全型農業直接支払交付金　954万円
特産物生産奨励補助　120万円
農業次世代人材投資事業補助　150万円
特産物振興連絡協議会補助　47万円
農業機械購入費補助　1,600万円
大型特殊免許等取得補助　15万円

県支出金

759万円

一般財源

2,426万円

一般財源

299万円

県支出金

864万円
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事業費 759万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 3,721万円 所管 産業環境課

■主な経費

土地改良事業対策費

　農業用水路、農道、ため池等土地改良施設
を管理している土地改良区、農業組合および
農業団体等に対して補助要綱に基づき補助を
行います。また、滋賀県が実施する芹川ダム
及び承水路の改修経費の一部を負担金として
支出します。

財源内訳

職員給与等　908万円
ため池改修設計業務委託料　2,300万円
土地改良区維持管理補助　361万円
芹川ダム改修負担金　42万円
犬上川ダム改修負担金　66万円

地域農政推進対策費

　農業生産条件が不利な中山間地域等におい
て、集落等を単位に農用地を維持・管理して
いくための取り決め（協定）を締結し、それ
にしたがって農業生産活動等を行う場合に面
積に応じて一定額を支援します。
　また、「多賀の農業・農山村を考えるつど
い」を開催し、多くの人に農業や林業に関心
をもってもらえるよう取り組んでいます。
　さらに今年度は昨年に引き続き、定期的に
必要な農業振興地域整備計画の見直しに着手
します。

財源内訳

中山間地域直接支払補助　427万円
多賀の農業・農山村を考えるつどい費用
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12万円
農業振興地域整備計画策定調査業務委託料
　　　　　　　　　　　　　　　　　300万円

一般財源

1,341万円

県支出金

2,300万円

町債

80万円

県支出金

324万円
一般財源

421万円

農地中間管理機構委託金

14万円
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事業費 5,034万円 所管 地域整備課

■主な経費

事業費 1,684万円 所管 産業環境課

■主な経費

農業集落排水事業費

　農業集落排水事業は、萱原・佐目（佐目、
南後谷、霜ケ原）２地区の衛生的な生活環境
保持のため、施設の維持管理を中心に実施し
ており、一般会計とは別に特別会計で運営し
ています。その一部について、一定の基準に
基づき繰出金を支出しています。

財源内訳

農業集落排水事業特別会計繰出金　5,034万円

鳥獣害防止対策費

　二ホンジカ、イノシシ、ニホンザル等の有
害鳥獣に対して、電気柵の維持管理や追い払
いなどの対策を行う集落等へ活動費の補助を
行います。
　また、有害鳥獣による被害状況の把握やサ
ルの行動域調査を継続的に行い、効果的な対
策を実施します。加えて、一部の地域におい
てサルの個体数調整を行います。

財源内訳

会計年度任用職員設置費　495万円
鳥獣害防止総合対策事業補助　155万円
集落獣害自衛組織育成補助　443万円
（緩衝帯及び柵の維持管理経費に対し、一定の補助を
行います）
小規模農地獣害対策補助　50万円
ニホンザル個体数調整業務　437万円

一般財源

5,034万円

一般財源

1,144万円

湖東地域広域事業負担金

302万円

県支出金

238万円
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事業費 5,864万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 1,193万円 所管 産業環境課

■主な経費

狩猟費

　ニホンジカ・イノシシ・ニホンザルなどの
農林水産業や生活環境に被害をおよぼす有害
鳥獣の駆除を猟友会に委託し実施します。

財源内訳

有害鳥獣駆除委託料　1,122万円

林業総務費

財源内訳

職員給与等　1,770万円
彦根市犬上郡営林組合負担金　160万円
造林補助　436万円
森林整備事業支援補助金　790万円
生活環境保全林(青龍山)管理費　130万円
高取山ふれあい公園管理費　522万円
放置林防止対策境界明確化事業費　356万円
森林環境学習事業　967万円
子どもの木育活動事業　33万円

　林業振興と森林の持つ多面的機能を維持す
るために、各種造林事業に対して、国県の補
助の上乗せ補助のほか、犬上川水系流域の市
町で大滝山林組合が実施する森林整備事業に
対して支援することで適正な森林へと誘導し
ます。
　また、高取山ふれあい公園や多賀町林業会
館の施設修繕など必要な管理を行うほか、林
業関係団体の活動に対し、補助を行います。
　県内の小学４年生に対してやまのこ事業を
実施するなど木育活動の推進を図るととも
に、放置林境界明確化事業では、集落単位で
山林の境界明確化に取組む森林組合、集落、
林業団体に対して定額で補助を行います。

一般財源

4,750万円

県支出金

966万円

林業会館使用料

10万円

琵琶湖保全交付金

138万円

一般財源

299万円

県支出金

894万円
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事業費 1,160万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 1,586万円 所管 産業環境課

■主な経費

林道事業費

　多賀町が管理する林道の点検や維持補修、
崩土除去などを実施します。また、令和４年
度は林道下山線のトンネル補修工事を実施し
ます。
　そのほか、びわこ東部森林組合、大滝山林
組合、彦根市犬上郡営林組合が維持管理して
いる林道の補修事業に対し、補助を実施しま
す。

財源内訳

林道維持補修工事費　120万円
林道維持補修補助　300万円
林道舗装事業補助　63万円
林道下山線トンネル補修工事　1,100万円

治山事業費・間伐実施事業費

　治山事業では、各地先において集落周辺の
里山を健全な森林に誘導するための間伐や、
人家等にとって危険となる木の伐採など必要
な森林整備を行います。
　間伐実施事業では、びわこ東部森林組合、
彦根市犬上郡営林組合、大滝山林組合が実施
する搬出間伐事業に対し、補助を実施しま
す。

財源内訳

県単独治山工事　883万円
間伐材有効活用事業補助　277万円

一般財源

396万円

県支出金

764万円

一般財源

761万円

県支出金

825万円
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事業費 454万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 2,250万円 所管 産業環境課

■主な経費

地域再生費

　令和２年度から令和４年度までの３年間、
地方創生推進交付金を活用し、「多賀町産木
材の活用を中心とした地域再生計画」に基づ
き、林業や木材産業を再び活性化させようと
する取り組みです。
　原木流通体制整備、木材乾燥および加工体
制の整備、販売戦略等を行っています。

財源内訳

人材育成事業委託料　150万円
製品開発事業委託料　410万円
販売戦略事業委託料　1,590万円
森林公園活性化委託料　100万円

森林資源循環利用促進費

　町産木材を循環利用することにより、水源
かん養、国土保全などの森林が有する重要な
機能の維持を図るとともに、低炭素化社会の
実現を図ります。
　令和４年度も引き続き、町産木材を利用し
た住宅に対する支援やお食い初めセットの給
付、また、除間伐、植栽等の二酸化炭素吸収
源対策に資する森林施業に対する交付金の交
付を行います。

財源内訳

森林多面的機能維持交付金　120万円
町産材利用住宅促進補助　100万円
お食い初めセット給付事業　88万円

一般財源

454万円

一般財源

1,125万円
国支出金

1,125万円

-42-



事業費 23万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 2,820万円 所管 産業環境課

■主な経費

商工振興費

　空き店舗対策・創業者支援等を実施し、町
内商工業の賑わいを創出するとともに、地域
全体の活性化を図ります。
　また、商工会と連携を図り、小規模事業者
の経営指導、融資相談及び振興資金利子の補
給などを実施し、経営安定や成長発展を支援
します。
　その他、多賀ふるさと楽市の実施などに取
り組みます。

財源内訳

職員給与等　937万円
商工会運営補助　770万円
ふるさと楽市開催費　200万円
住宅リフォーム補助　600万円
がんばる商店応援補助　200万円
振興資金利子補給金　10万円
そば消費促進補助金　15万円

畜産業費・水産業費

　犬上山系の清流に恵まれた多賀町における
水産資源や河川環境を保全するため、大滝漁
業組合の運営費用及び小学校高学年と実施す
る、環境学習（稚魚放流）に対する補助を行
います。
　また、家畜に対する伝染病検査への補助を
行います。

財源内訳

伝染病等予防注射補助　3万円
大滝漁業組合補助　20万円

一般財源

23万円

一般財源

2,817万円

小口資金預託金元金収入

3万円
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事業費 1,463万円 所管 産業環境課

■主な経費

事業費 2,320万円 所管 地域整備課

■主な経費

道路橋梁総務費

　道路管理や道路占用許可、屋外広告物許可
に関する事務を行います。
　また、新設・改良・廃止した町道や橋梁を
道路台帳に整理し、管理を行います。
　県が実施する道路改良事業の多賀町分の負
担金を支出します。

財源内訳

職員給与等　1,100万円
道路台帳整備費　100万円
県営事業負担金　796万円
（道路改良事業分　706万円）
（スマートＩＣ事業分　90万円）

観光費

　観光協会と連携を図り、観光ＰＲ等の誘客
促進事業を展開するとともに、広域観光事業
を推進します。また、歴史文化遺産を観光資
源として活かし、観光客の誘致及び観光によ
る経済効果の創出を図ります。
　その他、観光地ライトアップ事業を実施す
るとともに、絵馬通りでのスタンプラリー事
業への補助を行い、観光資源の魅力化・地域
活性化及び誘客促進を図ります。

財源内訳

観光事業推進委託料　74万円
観光協会補助　640万円
絵馬通り活性化事業補助金　90万円
観光ライトアップ事業委託料　320万円
歴史文化遺産観光資源化事業委託料　100万円

一般財源

1,192万円

国支出金

193万円

まちづくり基金

65万円

レンタサイクル

利用料等

13万円

一般財源

1,508万円

県支出金

80万円

屋外広告物手数料

22万円町債

710万円
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事業費 2,012万円 所管 地域整備課

■主な経費

事業費 1億4,596万円 所管 地域整備課

■主な経費

道路橋梁維持費

　町道の補修や修繕、路肩の除草等を行い、
利用者にとって安全な道路を維持します。
　降雪時には、除雪作業を実施します。町道
の除雪基準は、積雪１０ｃｍ以上としていま
す。

財源内訳

道路維持管理・補修費　661万円
除雪対策費　1,351万円

道路橋梁新設改良費

　生活基盤の充実を図るため、町道の新設改
良・舗装修繕を行うとともに、ガードレール
等の交通安全対策施設を整備し、安全・安心
なまちづくりを推進します。
　また、計画的に橋梁の安全性の確保と長寿
命化を図ります。

財源内訳

職員給与等　2,960万円
測量設計等委託料　1,400万円
道路改良工事費　6,020万円
交通安全対策工事費　550万円
スマートＩＣ上り線事業負担金　2,820万円
スマートＩＣ下り線事業負担金　500万円

一般財源

4,665万円

町債

5,160万円

国県支出金

4,771万円

一般財源

1,972万円

県支出金

40万円
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事業費 5,928万円 所管 地域整備課

■主な経費

事業費 440万円 所管 企画課

■主な経費

河川総務費

　河川を適正に維持管理し、住民の安全確
保、環境保全を図ります。
　また、県が実施する急傾斜地崩壊対策事業
の多賀町分の負担金を支出します。

財源内訳

河川愛護団体補助　291万円
県営事業負担金　628万円
急傾斜地崩壊対策工事費　4,950万円

都市計画総務費

　都市計画法に基づき、まちの健全な発展と
秩序ある整備を図るために土地利用や施設の
整備および開発事業に関する事務や都市公園
の適正な維持管理を行います。
　公開型地図情報システムを運用し、都市計
画に関する規制、防災等の情報を発信しま
す。

財源内訳

公開型地図情報システム使用料　99万円
設計審査委託料　44万円
都市公園指定管理料　220万円

一般財源

132万円

県支出金

4,746万円

町債

1,050万円

一般財源

438万円

県支出金

2万円
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事業費 1億1,494万円 所管 地域整備課

■主な経費

事業費 1,331万円 所管 地域整備課

■主な経費

公共下水道費

　下水道事業は、将来にわたって衛生的で快
適な生活を持続すべく、安定的な経営に取り
組むため、令和２年度から公営企業会計方式
を採用し運営しています。施設の維持管理を
中心に事業を実施しており、その一部につい
て、一定の基準に基づき繰出金を支出してい
ます。

財源内訳

下水道事業会計繰出金　1億1,494万円

地籍調査費

　国土調査法に基づき、地籍調査を実施しま
す。地籍調査とは、法務局の登記簿及び公図
をもとに、土地ごとの所有者、地番、地目、
境界を調査し、測量及び面積測定を行った結
果をもとに法務局の登記情報を修正するもの
です。

財源内訳

地積調査費　1,331万円

一般財源

1億1,494万円

一般財源

412万円

県支出金

919万円
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事業費 1億3,400万円 所管 企画課

■主な経費

事業費 1億6,692万円 所管 総務課

■主な経費

都市再生整備計画費

　多賀町中央公民館　多賀結いの森と繋が
り、子どもたちが遊び、多世代にわたって
人々が集い、憩える場所づくりのための新し
い公園「（仮称）結いの森公園」の整備を進
めます。

財源内訳

工事費　1億1,747万円
用地購入費　1,253万円
都市再生整備計画事業効果測定委託料　400万円

常備消防費・非常備消防費

　常備消防業務は彦根市へ委託しています。
　非常備消防業務では、消防団を組織し、火
災等の災害に備え、安心・安全なまちづくり
を推進します。
　令和４年度は、彦根市消防署犬上分署の救
急車の老朽化に伴う更新を行います。

財源内訳

消防事務委託料　1億4,779万円
（うち犬上分署救急車更新分　1,398万円）

消防団員報酬　275万円
職員給与等　943万円
消防団活動補助　53万円

一般財源

1,020万円

国支出金

5,360万円

町債

7,020万円

一般財源

1億5,442万円

町債

1,250万円
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事業費 1,845万円 所管 総務課

■主な経費

事業費 2,464万円 所管 総務課

■主な経費

消防施設費

　地域の消防センターや消火栓の維持管理を
行うほか、地域の消防防災基盤の強化を促進
するため、自主防災組織が行う施設等整備事
業への補助を行うとともに、非常用の衛星電
話を備え、災害に備えます。

財源内訳

コミュニティ助成事業助成金　500万円
消防防災施設等整備補助　82万円
消火栓負担金　1,154万円
（水道事業会計へ繰出）

災害対策費

　災害に備え、備蓄備品を整備するとともに
防災訓練を実施します。また、有事には、応
急対応を迅速に行い、住民の生命・財産を守
る体制を整えます。
　また、令和３年１２月からの大雪により、
町内で被災した住宅の居住環境の早期回復を
図ることを目的に、必要な修繕工事に対して
補助金を交付します。

財源内訳

防災備品購入費　51万円
応急災害復旧工事費　30万円
特別災害復旧事業補助　90万円
防災訓練費　34万円
被災住宅修繕緊急支援事業補助金　2,000万円

一般財源

2,449万円

県支出金

15万円

一般財源

1,345万円

宝くじ助成金

500万円
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事業費 1億305万円 所管
教育総務課
学校教育課

■主な経費

事業費 1,548万円 所管
学校教育課
生涯学習課

■主な経費

教育振興費

　幼稚園、小学校、中学校の総合的な教育振
興を図るための経費です。
　学校支援地域コーディネーターを設置し、
学校と地域の連携を図るほか、エキスパート
による「夢の教室」の開催や平和学習会、土
曜講座（中学生）を開催し、子どもたちの健
全育成を図ります。
　保幼小中における英語教育を充実させるた
め、年間を通じてＡＬＴ（外国語指導助手）
２名を配置します。
　ＩＣＴ支援員を配置し、学校におけるＩＣ
Ｔを活用した学習を充実します。

財源内訳

学校支援地域コーディネーター設置費　196万円
土曜講座講師委託料　80万円
ＩＣＴ支援員設置費　133万円
外国語指導業務委託料　950万円

教育委員会費・事務局費

　町長部局から独立した行政機関として、町
の教育の方針や施策を決定します。また、住
民の意見や国・県から情報を収集し、教育振
興に努めます。
　令和４年度から、多賀町における今後の小
中学校教育のあり方および学力向上について
担当する教育専門員を配置します。
　また、新型コロナウイルス感染症対策を継
続して実施します。

財源内訳

教育委員報酬　42万円
会計年度任用職員報酬等　2,297万円
特別職（教育長）給与等　1,180万円
職員給与等　6,191万円
新型コロナウイルス対策費　402万円

一般財源

1,476万円

県支出金

72万円

一般財源

9,902万円

国支出金

403万円
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事業費 1億5,430万円 所管
教育総務課
学校教育課

■主な経費

事業費 1,224万円 所管
教育総務課
学校教育課

■主な経費

小学校教育振興費

　教材備品や学校図書等を充実させるととも
に、ＩＣＴ設備を活用した授業を実施し、児
童の学力の向上を図ります。また、「たんぼ
のこ」や「やまのこ」事業などの体験学習や
校外学習により、さまざまな力を養います。
　教育の機会均等を図るため、経済的理由に
より就学が困難な児童に対して援助を行いま
す。

財源内訳

消耗品等需要費　140万円
教材備品購入費　76万円
児童用図書購入費　90万円
要保護・準要保護児童援助費　303万円
修学旅行補助　15万円

小学校管理費

　多賀小学校・大滝小学校の運営、施設管理
を円滑に行うとともに、教育環境の向上、充
実を図ります。
　引き続き、特別支援教育支援員、スクール
サポートスタッフを配置します。
　また、衛生管理に努め、安全でバランスの
とれた栄養のある学校給食を提供します。

財源内訳

会計年度任用職員(特別支援教育支援員等)給与等 1,316万円

会計年度任用職員(講師)給与等　1,240万円
施設管理消耗品･光熱水費･燃料費　1,443万円
通学バス運行費　1,891万円
給食事業費　6,195万円
工事請負費　680万円

一般財源

1億2,668万円

給食費保護者負担金等

2,178万円

一般財源

1,195万円

県支出金

29万円

県支出金

584万円
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事業費 1億1,062万円 所管
教育総務課
学校教育課

■主な経費

事業費 1,086万円 所管
教育総務課
学校教育課

■主な経費

中学校教育振興費

　教材備品や学校図書等を充実させるととも
に、ＩＣＴ設備を活用をした授業により、生
徒の学力向上を図ります。また、部活動経費
や大会参加経費の補助を行い、生徒の健全な
育成に努めます。
　教育の機会均等を図るため、経済的理由に
より、就学が困難な生徒に対して援助を行い
ます。

財源内訳

消耗品等需要費　60万円
教材備品購入費　50万円
生徒用図書購入費　50万円
要保護・準要保護生徒援助費　412万円
部活動推進・大会補助　55万円
修学旅行補助　23万円

中学校管理費

　多賀中学校の運営、施設管理を円滑に行う
とともに、教育環境の向上、充実を図りま
す。引き続き、特別支援教育支援員、スクー
ルサポートスタッフを配置します。
　令和４年度は、生徒用駐輪場の更新工事を
行います。

財源内訳

会計年度任用職員(特別支援教育支援員等)給与等
677万円
会計年度任用職員(講師)給与等　1,295万円
施設管理消耗品･光熱水費･燃料費　781万円
給食事業費　4,502万円
通学バス運行費　1,445万円

一般財源

9,267万円

公共施設等維持管理基金

600万円

給食費保護者負担金等

1,153万円

一般財源

1,080万円

県支出金

6万円

県支出金

42万円
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事業費 6,668万円 所管
教育総務課
学校教育課

■主な経費

事業費 4,396万円 所管 生涯学習課

■主な経費

幼稚園費

　多賀幼稚園において、就学前の子どもに対
して、幼児期の特性や発達課題を的確に踏ま
えて、望ましい習慣や態度の育成を目指した
教育を行います。

財源内訳

職員給与等　3,545万円
会計年度任用職員報酬等　764万円
管理運営消耗品等　193万円
施設管理保守委託料　31万円
施設型給付費　1,965万円

社会教育総務費

　町民一人ひとりが心豊かに暮らし、よりよ
い社会の発展をめざし、人権教育を推進しま
す。
　また、未来を担う子どもたちの健全で豊か
な成長を願い、青少年育成や家庭支援の推
進、体験を通した学びの機会を提供します。

財源内訳

職員給与等　3,111万円
青少年育成推進費　448万円
人権教育推進費　59万円
家庭教育支援費　22万円
体験活動推進費　144万円
町史編纂事業費　568万円

一般財源

4,702万円

施設型給付費代理受領分

1,965万円

保護者負担金

1万円

一般財源

3,820万円

県支出金

271万円

まちづくり基金 53万円

講座受講料等 252万円
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事業費 2,047万円 所管 生涯学習課

■主な経費

事業費 304万円 所管 生涯学習課

■主な経費

公民館費

　いつまでも美しく、快適な環境整備と、安
心・安全で利便性をもった施設管理を行いま
す。
　また、地域の豊かなコミュニティの拠点施
設として、人と出会い、つながることのでき
る中央公民館「多賀結いの森」をめざしま
す。

財源内訳

公民館運営審議会委員報酬　25万円
会計年度任用職員報酬等　710万円
施設管理消耗品･光熱水費　368万円
施設設備等整備・保守委託料　436万円

保健体育費

　スポーツに親しみながら、健康増進につな
がる環境づくりに努めます。多賀町スポーツ
推進計画に基づいた事業を展開します。

財源内訳

スポーツ推進員活動事業費　91万円
町スポーツ協会補助金　64万円
少年団体育成補助金　45万円
スポーツ教室開催費　5万円

一般財源

1,932万円

講座受講料等

115万円

一般財源

302万円

体育講座受講料

2万円
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事業費 4,671万円 所管 生涯学習課

■主な経費

事業費 105万円 所管
総務課

生涯学習課

■主な経費

海洋センター費・滝の宮スポーツ公園費・町民グランド費

　指定管理者制度により、社会体育施設（Ｂ
＆Ｇ海洋センター、滝の宮スポーツ公園、町
民グランド、町民テニスコート）の管理を行
います。

財源内訳

職員給与等　572万円
社会体育施設指定管理料　3,543万円

武道館費・勤労者体育センター費

　武道館、勤労者体育センターの維持管理を
行います。
　各施設を適切に管理し、利用者が快適に利
用できる施設づくりを行います。

財源内訳

施設管理費
　武道館費　19万円
　勤労者体育センター費　86万円

自動販売機設置費等

48万円

一般財源

4,623万円

施設賃借料

60万円

一般財源

45万円
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事業費 5,444万円 所管 生涯学習課

■主な経費

事業費 3,162万円 所管 生涯学習課

■主な経費

文化財保護費・歴史民俗資料館費

　文化財センターの維持管理と町内での開発
に伴う遺跡の発掘調査等を行います。また、
令和３年７月に認定された多賀町文化財保存
活用地域計画を実現するため、令和４年度か
ら１０年計画で、まちづくりと人づくりのた
め、文化財の保存と活用をはかり事業を実施
します。

財源内訳

職員給与等　1,082万円
会計年度任用職員給与等　1,002万円
埋蔵文化財発掘調査費　211万円
文化財地域計画関連事業費　188万円
歴史民俗資料館管理費　47万円

あけぼのパーク多賀管理費

　あけぼのパーク多賀（図書館・博物館・文
化財センター）の維持管理を行います。
　令和４年度は、高圧受変電設備の改修工事
や建物の結露・漏水対策工事を行います。

財源内訳

施設管理消耗品・光熱水費・燃料費　772万円
施設設備維持保守委託料　501万円
施設補修工事費　1,643万円

一般財源

3,213万円
国県支出金

266万円

発掘調査受託金

1,911万円

講座受講料等

54万円

一般財源

3,148万円

自動販売機設置費等

14万円
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事業費 5,560万円 所管 生涯学習課

■主な経費

事業費 3,028万円 所管 生涯学習課

■主な経費

博物館費

　住民の皆さまとともに歩み成長する地域博
物館をめざして、自然や歴史に関する標本・
資料の収集と情報の発信を行います。また、
古代ゾウ発掘プロジェクトやミュージアムサ
ポーターの養成を推進するとともに、企画
展、観察会、ワークショップ等を開催しま
す。
　令和４年度からは、国指定天然記念物と
なったアケボノゾウ化石多賀標本のＰＲ事業
に取り組みます。

財源内訳

職員給与等　1,554万円
会計年度任用職員給与等　573万円
古代ゾウ発掘プロジェクト事業費　36万円
展示・イベント等消耗品費　43万円
燻蒸・標本作製委託費　89万円
アケボノゾウ化石多賀標本ＰＲ事業費　635万円

図書館費

　新型コロナウイルス感染症の流行状況下に
あっても、幅広く親しまれる学びと交流の場
となる図書館運営に取り組みます。さらに引
き続き、生涯学習の拠点として、住民の多様
なニーズに的確に応えていくため、図書館資
料の収集・提供に努めるとともに、全域サー
ビスという図書館機能に対応する移動図書館
の巡回を行っていきます。

財源内訳

職員給与等　2,526万円
会計年度任用職員設置費　1,383万円
システム保守点検委託料　42万円
学校図書室運営事業費　395万円
図書・資料購入費　600万円

資料コピー代等

1万円

一般財源

5,559万円

一般財源

2,976万円

施設使用料等

52万円
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事業費 5億516万円 所管 総務課

■主な経費

事業費 3,043万円 所管 総務課

■主な経費

基金費

　基金は、町の預貯金で各年度の財源不足を
調整するための財政調整基金や、将来の大き
な支出に備えて積み立てている特定目的基金
があります。

財源内訳

財政調整基金積立金　35万円(利子分)
減債基金積立金　3万円(利子分)
公共施設等維持管理基金積立金　4万円(利子分)
多賀町まちづくり基金積立金
　　　　　　　3,000万円(ふるさと納税分)

公債費

　これまでに多賀町内の道路や学校施設等を
整備するときに借り入れた町債に対しての令
和４年度における償還額です。

財源内訳

元金償還額　4億7,516万円
利子償還額　2,902万円
一時借入金利子　99万円

一般財源

5億516万円

基金利子

42万円

寄附金

3,000万円

一般財源

1万円
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（単位：千円･％）

款　　別 令和４年度 構成比 令和３年度 構成比 比較増減 増減率

１．町　　　　　税 1,628,360 28.3 1,650,300 34.4 ▲ 21,940 ▲ 1.3

２．地　方　譲　与　税 67,216 1.2 61,160 1.3 6,056 9.9

自動車重量譲与税 30,000 0.5 30,000 0.6 0 0.0

地方揮発油譲与税 11,000 0.2 11,000 0.3 0 0.0

森林環境譲与税 26,216 0.5 20,160 0.4 6,056 30.0

３．県　税　交　付　金 248,400 4.3 224,400 4.7 24,000 10.7

地方消費税交付金 105,000 1.8 110,000 2.3 ▲ 5,000 ▲ 4.5

地方消費税交付金
(社会保障財源分)

75,000 1.3 55,000 1.2 20,000 36.4

利子割交付金 1,400 0.0 1,400 0.0 0 0.0

配当割交付金 4,500 0.1 4,500 0.1 0 0.0

株式等譲渡所得割交付金 3,500 0.1 3,500 0.1 0 0.0

自動車税環境性能割交付金 8,000 0.1 0 0.0 8,000 皆増

法人事業税交付金 51,000 0.9 50,000 1.0 1,000 2.0

４．地方特例交付金 13,000 0.2 65,188 1.4 ▲ 52,188 ▲ 80.1

地方特例交付金 13,000 0.2 13,000 0.3 0 0.0

新型コロナウイルス感染症対策
地方税減収補填特別交付金

0 0.0 52,188 1.1 ▲ 52,188 皆減

５．地　方　交　付　税 1,395,000 24.3 1,000,000 20.8 395,000 39.5

普通交付税 1,195,000 20.8 800,000 16.6 395,000 49.4

特別交付税 200,000 3.5 200,000 4.2 0 0.0

６．交通安全対策特別交付金 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

７．分担金及び負担金 31,417 0.5 34,652 0.7 ▲ 3,235 ▲ 9.3

８．使用料及び手数料 8,670 0.2 8,741 0.2 ▲ 71 ▲ 0.8

９．国　庫　支　出　金 400,843 7.0 379,270 7.9 21,573 5.7

10．県　支　出　金 338,642 5.9 275,688 5.7 62,954 22.8

11．財　産　収　入 2,756 0.0 3,097 0.1 ▲ 341 ▲ 11.0

12．寄　　附　　金 30,000 0.5 10,350 0.2 19,650 189.9

13．繰　　入　　金 614,713 10.7 198,032 4.1 416,681 210.4

14．繰　　越　　金 40,000 0.7 40,000 0.8 0 0.0

15．諸　　収　　入 326,983 5.7 307,922 6.4 19,061 6.2

16．町　　　　　債 603,000 10.5 544,200 11.3 58,800 10.8

歳　入　合　計 5,750,000 100.0 4,804,000 100.0 946,000 19.7

１．自主財源 2,682,899 46.7 2,253,094 46.9 429,805 19.1

２．依存財源 3,067,101 53.3 2,550,906 53.1 516,195 20.2

第１表　令和４年度　一般会計　歳入予算の状況
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令和４年度 令和３年度 増減額 増減率

１ 542,660 599,420 ▲ 56,760 ▲ 9.5

均 等 割 12,600 12,400 200 1.6

所 得 割
( 滞 納 繰 越 分 含 む )

311,000 308,000 3,000 1.0

均 等 割
( 滞 納 繰 越 分 含 む )

53,060 56,020 ▲ 2,960 ▲ 5.3

法 人 税 割 166,000 223,000 ▲ 57,000 ▲ 25.6

２ 1,001,720 971,720 30,000 3.1

1,001,000 971,000 30,000 3.1

内 土 地
( 滞 納 繰 越 分 含 む )

219,000 221,000 ▲ 2,000 ▲ 0.9

家 屋 422,000 400,000 22,000 5.5

訳 償 却 資 産 360,000 350,000 10,000 2.9

720 720 0 0.0

３ 32,980 31,160 1,820 5.8

４ 50,000 47,000 3,000 6.4

５ 1,000 1,000 0 0.0

1,628,360 1,650,300 ▲ 21,940 ▲ 1.3普　通　税　計   (１～６)

軽 自 動 車 税

た ば こ 税

鉱 産 税

固 定 資 産 税

内
　
　
訳

純 固 定 資 産 税

交 付 金

第２表　令和４年度　一般会計　税目別予算の状況

区　　　　　　分

町 民 税

内
　
　
訳

個
人

法
人

（単位：千円・％）
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（単位：千円･％）

令和４年度 構成比 令和３年度 構成比 比較増減 増減率

1,096,941 19.1 1,098,812 22.9 ▲ 1,871 ▲ 0.2

特別職 61,513 1.1 61,544 1.3 ▲ 31 ▲ 0.1

一般職 365,111 6.4 365,245 7.6 ▲ 134 ▲ 0.0

会計年度
任用職員

203,856 3.5 200,517 4.2 3,339 1.7

特別職 16,069 0.3 16,562 0.3 ▲ 493 ▲ 3.0

一般職 192,306 3.3 195,838 4.1 ▲ 3,532 ▲ 1.8

会計年度
任用職員

40,311 0.7 42,773 0.9 ▲ 2,462 ▲ 5.8

特別職 22,089 0.4 22,472 0.4 ▲ 383 ▲ 1.7

一般職 173,615 3.0 176,945 3.7 ▲ 3,330 ▲ 1.9

会計年度
任用職員

22,071 0.4 16,916 0.4 5,155 30.5

858,700 14.9 791,478 16.5 67,222 8.5

57,358 1.0 26,589 0.5 30,769 115.7

571,500 10.0 594,917 12.4 ▲ 23,417 ▲ 3.9

693,693 12.0 668,778 13.9 24,915 3.7

156,937 2.7 162,725 3.4 ▲ 5,788 ▲ 3.6

536,756 9.3 506,053 10.5 30,703 6.1

1,333,268 23.2 493,331 10.3 839,937 170.3

0 0.0 0 0.0 0 -

505,162 8.8 517,657 10.8 ▲ 12,495 ▲ 2.4

30,431 0.5 10,718 0.2 19,713 183.9

0 0.0 0 0.0 0 -

632 0.0 823 0.0 ▲ 191 ▲ 23.2

598,315 10.4 596,897 12.4 1,418 0.2

4,000 0.1 4,000 0.1 0 0.0

5,750,000 100.0 4,804,000 100.0 946,000 19.7

第３表　令和４年度　一般会計　性質別予算構成

性　　質　　別

手 当

共済費

１．人件費

内

訳

報　酬

給　料

１０．投資及び出資金

１１．貸付金

１２．繰出金

その他

７．災害復旧事業費

８．公債費

内

訳

２．物件費

一部事務組合負担金

３．維持補修費

４．扶助費

５．補助費等

１３．予備費

合　　　　　計

６．普通建設事業費

９．積立金
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（単位：千円･％）

目　的　別 令和４年度 構成比 令和３年度 構成比 比較増減 増減率

　１．議会費 72,072 1.3 72,370 1.5 ▲ 298 ▲ 0.4

　２．総務費 587,249 10.2 531,014 11.0 56,235 10.6

　３．民生費 2,299,619 40.0 1,514,106 31.5 785,513 51.9

　４．衛生費 407,129 7.1 400,399 8.3 6,730 1.7

　５．農林水産業費 315,921 5.5 307,230 6.4 8,691 2.8

　６．商工費 42,827 0.7 43,701 0.9 ▲ 874 ▲ 2.0

　７．土木費 515,199 9.0 488,746 10.2 26,453 5.4

　８．消防費 210,011 3.6 204,492 4.3 5,519 2.7

　９．教育費 760,380 13.2 709,567 14.8 50,813 7.2

１０．災害復旧費 0 0.0 0 0.0 0 -

１１．公債費 505,162 8.8 517,657 10.8 ▲ 12,495 ▲ 2.4

１２．諸支出金 30,431 0.5 10,718 0.2 19,713 183.9

１３．予備費 4,000 0.1 4,000 0.1 0 0.0

歳　出　合　計 5,750,000 100.0 4,804,000 100.0 946,000 19.7

第４表　令和４年度　一般会計　目的別予算構成
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令和４年度 令和３年度 比較増減 増減率

872,972 779,036 93,936 12.1

878,222 890,087 ▲ 11,865 ▲ 1.3

120,376 111,032 9,344 8.4

3,865 3,618 247 6.8

135 135 0 0.0

1,226 1,226 0 0.0

132 132 0 0.0

7,267 6,879 388 5.6

69,363 69,507 ▲ 144 ▲ 0.2

1,953,558 1,861,652 91,906 4.9

収入 392,750 385,009 7,741 2.0

支出 328,601 325,089 3,512 1.1

収入 41,010 32,854 8,156 24.8

支出 191,156 202,569 ▲ 11,413 ▲ 5.6

収入 396,103 396,790 ▲ 687 ▲ 0.2

支出 394,720 388,551 6,169 1.6

収入 138,310 137,854 456 0.3

支出 262,221 270,286 ▲ 8,065 ▲ 3.0

収益的収支

（単位：千円・％）

第５表　令和４年度　特別会計及び企業会計の予算状況

会　計　別

国民健康保険特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

育英事業特別会計

びわ湖東部中核工業団地公
共緑地維持管理特別会計

収益的収支

資本的収支

下水道事業会計

水道事業会計

資本的収支

多賀財産区管理会特別会計

農業集落排水事業特別会計

大滝財産区管理会特別会計

霊仙財産区管理会特別会計

合　　計
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（単位：千円）

区      分
令和３年度末
現 在 高 見 込

令和４年度中
積 立 額

令和４年度中
取 崩 額

令和４年度末
現 在 高 見 込

財政調整基金 1,279,766 353 560,000 720,119

減債基金 60,392 32 0 60,424

海外研修事業基金 0 0 0 0

ふるさと水と土の保全基金 32,000 0 0 32,000

土地開発基金(現金） 43,185 0 0 43,185

まちづくり基金 17,080 30,005 17,000 30,085

社会福祉基金 80,628 0 23,166 57,462

公共施設等維持管理基金 118,408 41 14,547 103,902

一般会計　計　① 1,631,459 30,431 614,713 1,047,177

育英事業基金　② 39,772 0 3,843 35,929

びわ湖東部中核工業団地
公共緑地維持管理基金　③

335,848 0 6,733 329,115

合　　　計
①+②+③

2,007,079 30,431 625,289 1,412,221

第６表　普通会計（一般会計・育英・公共緑地）の基金の状況
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１．一般会計      （単位:千円）

増 減

公共事業等債 937,746 890,025 104,100 63,087 931,038

防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債 81,100 97,900 0 0 97,900

学校教育施設等整備事業債 226,157 221,372 0 15,163 206,209

社会福祉施設整備事業債 173,581 160,501 0 27,144 133,357

一般補助施設整備等事業債 133,632 129,485 300 9,946 119,839

施設整備事業債（一般財源化分） 105,945 131,015 345,300 6,601 469,714

一般事業債 0 12,000 12,500 0 24,500

地域活性化事業債 215,526 207,755 14,800 21,329 201,226

防災対策事業債 55,522 76,763 4,900 1,872 79,791

地方道路等整備事業債 447,930 383,973 16,100 85,017 315,056

緊急防災・減災事業債 248,796 212,693 0 35,369 177,324

補助直轄災害復旧事業債 21,428 10,700 0 1,512 9,188

一般単独災害復旧事業債 12,100 19,728 0 2,976 16,752

税収補てん債 18,581 14,242 0 0 14,242

減税補てん債 14,242 13,156 0 4,441 8,715

臨時財政対策債 2,502,618 2,553,894 105,000 198,229 2,460,665

上水道出資債 44,716 42,296 0 2,470 39,826

一般会計合計　① 5,239,620 5,177,498 603,000 475,156 5,305,342

２．特別会計

増 減

下水道事業債 2,454,389 2,311,088 83,100 230,167 2,164,021

下水道事業債（農集） 353,143 331,371 5,500 22,221 314,650

水道事業債 2,775,849 2,698,480 40,000 114,206 2,624,274

特別会計　合計　② 5,583,381 5,340,939 128,600 366,594 5,102,945

合　　　　計
①+②

10,823,001 10,518,437 731,600 841,750 10,408,287

令和４年度中増減高 令和４年度末
現 在 高 見 込

区　　分
令和２年度末

現　　在　　高
令和３年度末

現 在 高 見 込

令和４年度中増減高

第７表　地方債の残高状況

令和４年度末
現 在 高 見 込

区分
令和２年度末

現　　在　　高
令和３年度末

現 在 高 見 込
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〒５２２－０３４１ 滋賀県犬上郡多賀町多賀３２４番地 

多賀町役場 総務課 

TEL ０７４９－４８－８１１１（代） 

有線 ２－２００１ 

FAX ０７４９－４８－０１５７ 

E メール soumu@town.taga.lg.jp 

※この冊子は３００部作成し、１部当たりの単価は１７０円（税込）です。 

ただし、原稿作成等にかかる職員の人件費は含まれていません。 
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